【御意見記入様式】

不当景品類及び不当表示防止施行規則の一部を改正する内閣府令（案）等に関する
意見募集について
【※氏名】[日本ダイレクトマーケティング学会法務研究部会] 
（法人その他の団体にあっては名称／部署名等）
【 職業（任意）】[　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　]
　　　　　　　　　　　　（法人その他の団体にあっては業種）
【※住所】[　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　]
【※電話番号】[　  　　　　        　　　　　　　　　 ]
【※電子メールアドレス】[　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　] （お持ちの場合）

【※御意見の対象となる案】[　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　]
【※御意見及びその理由】御意見が600字を超える場合、その内容の要旨も記載してください。
該当箇所（御意見の対象が分かるように、府令案の名称、条文番号、運用基準の段落番号を明確に記載してください。）
	府令案等の名称
	条文番号
運用基準の段落番号
	御意見・理由

	確約手続に関する運用基準(案)
	全体
	総論（独占禁止法と景品表示法の違い）～流通業者の責任との関係～

　景品表示法の確約手続は、独占禁止法の確約手続を参考としていることが明らかにされているが、景品表示法の不当表示は、無過失責任である点が独占禁止法と大きく異なる。したがって、確約手続の要件、運用にあたっては、この両者の違いを反映する必要がある。特に、小売業者等の流通業者はメーカー等の取引先情報を基に表示を行わざるを得ないところ、一般的な小売業者は資料の科学的合理性までを適切に判断し得る高度な専門的知識を有しておらず、小売業者が「事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置についての指針」に従って表示の根拠となる情報の確認に努めていたとしても、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示に至ることは避けがたい。そのような場合であっても、無過失責任である以上、小売業者等の流通業者は、不当表示の責任を負うことを踏まえ、確約手続の要件、運用にあたって配慮が必要である。後述する事業者名の公表、10年以内の累犯による確約申請の除外等種々の要件、運用において、独占禁止法と異なる景品表示法独自の取り扱いないし流通業者の具体的事例の追加等を行うべきであると思料する。

	確約手続に関する運用基準(案)
	４　確約手続の流れ
	（意見）
事前調査等の機会に提出した根拠資料の科学的合理性に疑義がある場合には、合理的な根拠とならない理由を具体的かつ可能な限り平易な用語で確約手続通知の書面に記載すべきである。
（理由）
　一般的な小売業者は資料の科学的合理性までを適切に判断し得る高度な専門的知識を有していないため、その科学的合理性を正確に判断することは困難である。
　確約手続の申請を行うか否か、表示の根拠の正当性を争うか否かの判断をはじめ、60日以内という短い期間に実効性のある確約計画の立案等を適切かつ迅速に行うためには、問題点を正確に把握することが不可欠であり、科学的合理性に係る問題点の可能な限り具体的な指摘が不可欠である。
　しかし、運用基準案では、確約手続通知を受けた者（以下「被通知事業者」という。）が違反被疑行為等（既往の違反被疑行為の場合においては、違反被疑行為による影響。以下同じ。）をどのように是正すればよいのか、すなわち、どのような確約計画を作成すればよいのかの検討に資するため、消費者庁は、確約手続通知を行う時点で把握している事実に基づき、違反被疑行為の概要及び違反する疑いのある又はあった法令の条項を確約手続通知の書面に記載するとされているにとどまり、事前調査等の機会に提出した根拠資料の科学的合理性に疑義がある場合には、合理的な根拠とならない理由は記載されないと想定されるため、注意喚起のため意見として述べるものである。

	確約手続に関する運用基準(案)
	５　確約手続の対象（３）確約手続の対象外となる場合
	（意見）
　累犯による適用対象外の期間について、一律10年とするのではなく、事前調査で表示の根拠となる情報の確認に努めていたと認められる事業者は、過去に法的措置を受けていたとしても確約手続きの対象とする、若しくは、適用対象外の期間をより短期、例えば、5年とすべきである。
（理由）
運用基準案では、①違反被疑行為者が、違反被疑行為に係る事案についての調査を開始した旨の通知を受けた日、景品表示法第25条第1項の規定による報告徴収等が行われた日又は景品表示法第7条第2項若しくは第8条第3項の規定による資料提出の求めが行われた日のうち最も早い日から遡り10年以内に、法的措置を受けたことがある場合（法的措置が確定している場合に限る。）を確約手続の対象外としている。独占禁止法の確約手続と平仄を合わせたものと考えられる。
　しかし、総論で述べた通り、景品表示法の不当表示は、独占禁止法と異なり、無過失責任であり、小売業者が「事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置についての指針」に従って表示の根拠となる情報の確認に努めていたとしても、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示の責任を負うことを考えると、施行時に実質的には遡及的に適用し、10年という長期間に遡って確約申請の機会を一律に奪うことは妥当性を欠くものと思料する。


	確約手続に関する運用基準(案)
	６　確約計画
（３）確約措置
（オ）一般消費者への被害回復
	（意見）
　一般消費者への被害回復の考慮要素には、いわゆる返金だけでなく、その他の被害回復手段（例えば、役務における料金充当、自社ポイント等）も広く含めるべきである。
（理由）
　運用基準案では、「例えば、被通知事業者が違反被疑行為に係る商品又は役務を購入した一般消費者に対し、その購入額の全部又は一部について返金（景品表示法第10条第1項に定める「金銭」の交付をいう。）することは、一般消費者の被害回復に資すること、及び自主返金制度が設けられた法の趣旨を踏まえると、措置内容の十分性を満たすために有益であり、重要な事情として考慮することとする。」とされ、金銭の交付（改正による電子マネーは含む。）のみが対象と読める。
　しかし、被害回復という観点からすれば、役務における料金への充当、自社ポイント等も同様に被害回復に資することから、被害回復方法、手段は広く含むとすべきである。

	確約手続に関する運用基準(案)
	６　確約計画

（３）確約措置
	（意見）
（キ）の後に（ク）その他の再発防止策の事例として、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示に至った場合の例として、問題のある資料を提供した取引先に対して「科学的合理性の問題点について消費者庁から指摘を受けた内容を正確に伝えた上で、再発防止策及びそれを確実に実行する旨の書面の提出」など追記すべきである。
（理由）
小売業者が表示の根拠となる情報の確認に努めていたとしても、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示に至った場合、一般的な小売業者は資料の科学的合理性までを適切に判断し得る高度な専門的知識を有しておらず、「今後は、根拠資料の科学的合理性を判断した上で広告表示内容を決定する」といった再発防止措置を確約することが難しい。
運用基準案で挙げられている（カ）契約変更（キ）取引条件の変更では対応が困難である。
そこで、問題のある資料を提供した取引先に対して、科学的合理性の問題点について消費者庁から指摘を受けた内容を正確に伝えた上で、再発防止策及びそれを確実に実行する旨の書面の提出を受けて、消費者庁に報告する方法を運用基準案で明らかにすべきである。

	確約手続に関する運用基準(案)
	９ 確約計画の認定に関する公表
	（意見）

事業者名の公表を必須とするのではなく、事案に応じて、判断すべきである。特に小売業者が表示の根拠となる情報の確認に努めていたとしても、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示に至った場合については、事業者名の公表を行わないという選択肢を設けるべきである。

（理由）

　小売業者が表示の根拠となる情報の確認に努めていたとしても、取引先から入手した根拠資料の科学的合理性に問題があるため不当表示に至った場合、確約申請にあたって、事業者名の公表を必須要件とすることは確約申請を行うインセンティブを阻害することとなる。

事業者名の公表を必要とする理由については、　　確約計画を認定した場合には、①一般消費者の誤認を解消するとともに法運用の透明性を図る必要性、②事業者名などを公表することで、消費者への返金が促進される、③他の事業者に対する注意喚起としての効果が期待できることなどが挙げられている。

②については、流通業者である通信販売事業者等は、顧客情報を全て把握していることから、自主的な返金を行うにあたって、事業者を公表することで、消費者への返金が促進されるという事情は特にない。①及び③については、一般消費者の誤認を解消と法運用の透明性及び他の事業者に対する注意喚起は、事業者名を公表せずとも、表示の具体内容を示すことで達成できる。
したがって、この制度の利用率を高め、適切な表示管理の推進を支援するためにも、少なくとも、「事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置についての指針」に従って、表示管理に努めていたにもかかわらず、取引先から入手した表示根拠資料に起因する不当表示を行ってしまった事案については、事業者名を公表しない余地を残すべきである。


注意事項
①　※印の項目は必ず記入してください。
②　「該当箇所」欄に、該当箇所（例：「不当景品類及び不当表示防止法施行規則の一部を改正する内閣府令（案）」について）を記載した上で、御意見とその理由を記載してください。なお、同じ箇所で複数の御意見がある場合には、行を分けて記載してください（行が足りない場合には適宜行を追加してください。）。
